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○私道への公共下水道布設に関する規程 

平成２６年３月３１日水管規程第８号 

 

（趣旨） 

第１条 この規程は，水洗化の普及を図り，地域の環境衛生の向上に寄与するため，市民の申請に

基づき，私道に公共下水道を布設すること（以下「布設」という。）に関し必要な事項を定める

ものとする。 

（適用の制限） 

第２条 この規程は，公共下水道管理者が下水道法（昭和33年法律第79号）第９条の規定に基づき，

処理区域の告示をした日から起算して３年を経過した処理区域内の私道には適用しない。ただし，

上下水道事業管理者（以下「管理者」という。）が特別の事情があると認めたときは，この限り

ではない。 

（用語の意義） 

第３条 この規程において「私道」とは，敷地の全部又は一部が私人の所有に属し，現に日常生活

の用に供されている道路で，道路法（昭和27年法律第180号）第２条第１項に規定する道路（以下

「公道」という。）以外の道路をいう。ただし，公社，公団，社宅等の敷地内通路を除く。 

２ 前項に規定するもののほか，この規程において使用する用語の意義は，下水道法第２条の規定

による用語の意義の例による。 

（布設することができる私道の基準及び条件） 

第４条 この規程を適用して布設することができる私道の基準は，その一端が公道に接しており，

かつ，幅員が1.5メートル以上であって，次の各号に掲げる条件を満しているものでなければなら

ない。 

(１) 当該公共下水道に汚水を排除すべき建築物の戸数（共同住宅にあっては，当該共同住宅の

棟数を単位とする。）が２戸以上であり，かつ，布設後その全戸が，速やかに排水設備の設置

及びくみ取り便所の水洗化（し尿浄化槽の切替を含む。）をすることが明らかであること。 

(２) 当該私道敷の所有者及び権利者（制限物権その他の権利を有する者をいう。以下同じ。）

の全員が布設を承諾していること。 

(３) 当該私道敷の所有者及び権利者が，市税及び公共下水道受益者負担金を滞納していないこ

と。 

(４) 当該私道敷の使用期間が当該公共下水道の用途廃止までであり，かつ，使用料が無償であ
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ること。 

(５) 当該私道敷について，布設に伴う補償及び買取請求がないこと。 

(６) 当該私道敷の上に，工作物を設置しないこと。 

(７) 当該私道敷の所有権を第三者に譲渡し，当該私道敷に制限物権その他の権利を設定し，又

はこれらの権利を譲渡する場合は，譲受人その他新たに権利を取得することになる者に対し，

当該私道敷の所有者の責において，布設部分の使用権を受け継がせる旨の確約が得られている

こと。 

(８) 前各号に掲げるもののほか，布設に際し，申請者並びに当該私道敷の所有者及び権利者の

全面的な協力が得られ，かつ支障となる条件等が付されないこと。 

２ 管理者は，前項に掲げる基準にかかわらず，公益上特に必要と認める私道については，同項第

１号から第８号までの条件を満しており，かつ，公共下水道の維持管理が可能な場合に限り，次

条に規定する手続きを経た後，布設することができる。 

（申請） 

第５条 申請者は，代表者を定め，公共下水道布設申請書（様式第１号。以下「申請書」という。）

を管理者に提出しなければならない。 

２ 申請書には，次の各号に掲げる書類を添付しなければならない。 

(１) 公共下水道布設申請者名簿（様式第２号） 

(２) 私道の平面図及び土地所有者の区画図（様式第３号） 

(３) 公共下水道布設承諾書（様式第４号） 

(４) 私道敷使用貸借契約書（様式第５号） 

(５) 私道敷に係る登記事項説明書の写し 

(６) 私道敷の所有者の印鑑証明書 

(７) 私道敷の所有者及び権利者が，市税を滞納していない旨の証明書 

(８) 前各号に掲げるもののほか，管理者が必要と認める書類 

（可否の決定） 

第６条 管理者は，申請書の提出があったときは，必要な調査を行い，予算の範囲内において布設

の可否を決定するものとする。 

２ 前項の決定をしたときは，公共下水道布設決定通知書（様式第６号）又は公共下水道布設申請

却下通知書（様式第７号）により，速やかに代表者に通知するものとする。 

（道路の復旧） 
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第７条 布設に係る道路の復旧は，原則として原形復旧とする。ただし，管理者が必要と認めたと

きは，この限りではない。 

（維持管理） 

第８条 この規程の適用を受けて布設された公共下水道については，管理者が維持管理するものと

し，当該公共下水道に汚水を排除する者は，当該公共下水道が常に良好な機能を保持できるよう，

管理者に協力しなければならない。 

（届出の義務） 

第９条 申請者は，この規程の適用を受けて布設された公共下水道の維持管理の円滑な実施を図る

ため，申請書及び申請書に添付した書類の記載事項に変更があったときは，変更届（様式第８号）

により速やかに管理者に届出なければならない。 

（細則） 

第10条 この規程の施行に関し必要な事項は，管理者が別に定める。 

付 則 

この規程は，平成26年４月１日から施行する。 

付 則（平成27年４月１日水管規程第１号） 

この規程は，公布の日から施行する。 

付 則（平成30年６月１日水管規程第４号） 

この規程は，公布の日から施行する。 

付 則（令和３年４月１日水管規程第８号） 

この規程は，公布の日から施行する。 
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様式第５号 

 

私道敷使用貸借契約書 

 

 伊丹市上下水道局（以下「甲」という。）と             （以下「乙」と

いう。）とは，乙が所有する私道敷の使用貸借について，次のとおり契約を締結する。 

 

第１条  乙は，その所有する私道敷のうち次に掲げる部分（以下「土地」という。）を公共

下水道布設用地として，甲に無償で貸し付ける。 

     所 在 地     伊丹市                    

     物件の表示     土地 （ 地目             ） 

     貸付面積            ㎡の下水道施設部分 

第２条 土地の使用貸借期間は，公共下水道敷としての用途を廃止するまでとする。 

  ２ 用途を廃止する事由が乙にある時，私道敷の下水道管は乙の責において，処分する

ものとする。 

第３条 乙が，土地の所有権を第三者に譲渡し，又は土地について制限物権その他の権利を

設定し，もしくはこれらの権利を譲渡する場合は，乙は譲受人その他新たに権利を取

得することになる者に対し，乙の責において，この契約に基づき乙が負う甲に土地を

使用収益させる義務を承継させ，又は甲が有する土地の使用収益権を承認させ，当該

権利の行使に支障を生じせさてはならない。 

  ２ 乙は，前項に該当する事由が生じたときには，速やかにその旨を甲に申し出るとと

もに甲が命じる必要な措置をとらなければならない 

第４条 乙は，土地の上に工作物を設置してはならない。 

第５条 乙は，土地に布設された公共下水道に，甲が当該土地以外の地区の下水道管を連結

しても，何等の異議を申し立てないものとする。 

第６条 甲は，土地を公共下水道用地以外の目的に使用してはならない。 

第７条 乙は，その所有する私道敷について，甲に対し，公共下水道布設に伴う補償及び買

取請求を行わないものとする。 

第８条 前各条に記載の無い事項その他この契約に疑義が生じた事項があるときは，甲，乙

協議のうえ決定するものとする。 

 

上記契約の締結を証するため，本契約書２通を作成し，甲，乙双方記名押印のうえ，

各自その１通を保有するものとする 

      年  月  日 

（甲）伊丹市上下水道事業管理者 

                           

（乙）               

                                          

実 
印 
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様式第７号 

 

公共下水道布設申請却下通知書 

 

 

 第     号 

  年  月  日 

 

 

代表者 

           様 

 

 

伊丹市上下水道事業管理者 

                            

 

 

     年  月  日付で申請のあった私道への公共下水道布設については，次の理由

により今回は希望に応じられませんので，お知らせします。 

 

 

記 

 

 

１．理 由 

 

 

 

 

 

２．その他 
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